
21世紀に入り四半世紀となる2025年は、我が国でラジオ放送が開始（1925年）されてから100周
年であり、また、日本電信電話公社の民営化とともに、電気通信事業への民間事業者の参入が自由化さ
れた通信自由化（1985年）から40周年の節目の年にあたる。

情報通信のインフラといえば、情報流通の基盤となる通信、放送ネットワークがまず挙げられるが、
インターネットが普及し、社会経済のあらゆる面でデジタル技術の利用が進展する今日、社会経済に
とって不可欠性、重要性を増し、社会基盤的機能を発揮するデジタル領域は、年々拡大を続けている。
今後、我々の生活や社会経済にデジタル技術・サービスが与える影響力が、正負の両面において大きく
拡大することが想定される中、デジタル分野における課題への対応と、デジタルの活用による社会課題
解決・軽減が、これまで以上に重要になっている。

本書の特集では、社会基盤としてのデジタル領域の拡大が社会経済に大きなインパクトを与えている
現下の状況を踏まえ、「広がりゆく『社会基盤』としてのデジタル」と題し、社会基盤的機能を発揮す
るデジタル領域拡大の動向、今後、幅広いデジタル領域に浸透・影響し、デジタル社会を支える基盤的
要素となる可能性が高まる人工知能（AI：Artificial Intelligence）の爆発的進展の動向、こうしたデ
ジタル分野において主要な担い手となっている海外事業者の台頭と我が国の状況を概観する。その上
で、今日の世界情勢、自然環境や社会の変化を背景に、デジタル技術の進展と社会への影響力の拡大が
もたらす今日のデジタル分野の課題とその対応、そして我が国の主要な社会課題解決・軽減に向けた、
デジタルの役割とその展望を概観する。

第1章では、今日において社会基盤的機能を発揮するデジタル領域の広がりの現状、今後のデジタル
社会を支える基盤的要素となることが目されるAIの進展や活用状況、デジタル分野における海外事業
者の台頭と日本の現状を概説する。また、今日の世界情勢、自然環境や社会の変化を踏まえつつ、今後
のデジタル社会の見通しと、進展するデジタルが果たすべき役割を概観する。

第1節 社会基盤的機能を発揮するデジタル領域の拡大
デジタル技術が社会に浸透し、SNS等のプラットフォームやクラウドサービス等を含め、社会生活

や企業活動等において、重要・不可欠な、いわば「社会基盤」としてのデジタル領域が拡大する中、
人々の情報収集、コミュニケーション、消費行動や企業の経済活動に大きな変化が生じつつある。

本節では、社会生活、企業活動、行政機関等における、デジタル活用の動向等を踏まえ、社会経済活
動において重要性・不可欠性の高いデジタル分野の変遷と拡大の動向を俯瞰する。

 1 1	 社会生活におけるデジタルの浸透・拡大	 社会生活におけるデジタルの浸透・拡大
	 インターネット接続端末

インターネットへの接続端末は、かつて、パソコンが主体であったが、モバイル回線の高速化や携帯
電話料金の低廉化、スマートフォンで利用可能なアプリケーションの多様化等に伴い、高齢者層を含
め、スマートフォンに移行している。

例えば、インターネット接続端末としてのスマートフォン利用率は、2011年は16.2%だったが、
2024年には74.4%に増加しており、2017年に、インターネット接続端末としてのパソコン利用率を逆
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転した（2017年：スマートフォン（59.7%）、パソコン（52.5%））。高齢者層でも、60代（2011年：
2.5％、2024年：78.8%）、70代（2011年：0.7%、2024年：53.0%）のいずれも大きく増加してお
り、高齢者層を含めスマートフォンがインターネット接続端末の主流となっている（図表Ⅰ-1-1-1）。

関連データ インターネット接続端末としての利用率の推移
（スマートフォン）（年代別）

URL：�https://www.soumu.go.jp/
johotsusintokei/whitepaper/ja/r07/
html/datashu.html#f00002（データ集）

関連データ インターネット接続端末としての利用率の推移
（パソコン）（年代別）

URL：�https://www.soumu.go.jp/
johotsusintokei/whitepaper/ja/r07/
html/datashu.html#f00003（データ集）

図表Ⅰ-1-1-1 インターネット接続端末としての利用率
の推移（パソコン※、スマートフォン）
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※�2016年以前は「自宅のパソコン」
（出典）総務省「通信利用動向調査」を基に作成

	 コミュニケーションツール・SNS
コミュニケーションの手段は、携帯電話に移行が進み、今日ではLINEが大きな存在感を示している。

例えば、LINEの利用率は、全体で2014年の55.1%から2024年には94.9%へと増加した＊1。高齢者層
でも、60代の利用率が2014年の11.3％から2024年の91.1%へと増加している（図表Ⅰ-1-1-2）。

他のソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）についても、例えば、X（旧Twitter）や
Instagramの利用率が伸びている。全般的に若年層の利用率が高い傾向にあるが、2024年には、X、
Instagramは全体の半数程度が利用しているほか、50代でも2024年に4割以上が利用するなど、幅広
い年齢層に利用が拡大している（図表Ⅰ-1-1-3）。

図表Ⅰ-1-1-2 LINE利用率の推移（年代別）＊2
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（出典）総務省「情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査」 
を基に作成

関連データ 携帯電話・LINEの音声通話機能利用率の推移
URL：�https://www.soumu.go.jp/

johotsusintokei/whitepaper/ja/r07/
html/datashu.html#f00005（データ集）

＊1	 2024年の全体の利用率は、10代から60代までの利用率から算出
＊2	 2024年の全体の利用率は、10代から60代までの利用率から算出
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図表Ⅰ-1-1-3 SNSの利用率の推移（X、Instagram）（年代別）＊3
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（出典）総務省「情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査」を基に作成

	 動画共有・配信サービス
動画サービスは、新型コロナウイルスの流行時の在宅時間を活用するものとして、2020年以降利用

者が大きく増加し、今もその利用率は高い水準を維持している。特にYouTubeなどのオンデマンド型
の動画共有サービスや、Netflixなどのオンデマンド型の動画配信サービス、テレビ局が提供するオン
デマンド型の放送番組配信サービスの利用者が増加した（図表Ⅰ-1-1-4）。

図表Ⅰ-1-1-4 インターネットを利用した動画・ラジオサービスの利用率の推移＊4
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（出典）総務省「情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査」を基に作成

動画共有サービスの個別サービスの利用動向をみると、例えばYouTubeの利用率は、ほぼ全世代に
おいて高く、2024年において、50代までの各世代で8割を超えており、60代でも7割以上が利用して
いる。TikTokは特に10代、20代の利用率が近年大きく伸びており、2024年にはいずれも半数を超
えている（図表Ⅰ-1-1-5）。

＊3	 2024年の全体の利用率は、10代から60代までの利用率から算出
＊4	 2024年の全体の利用率は、10代から60代までの利用率から算出
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図表Ⅰ-1-1-5 YouTubeとTikTokの利用率の推移（年代別）＊5
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（出典）総務省「情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査」を基に作成

また、動画配信サービスでは、特にAmazon 
Prime VideoやNetflixの近年の利用率が高い。

	 情報収集手段
インターネットのポータルサイトやソーシャルメディアによるニュース配信等の拡大や、SNSの利

用率の上昇等に伴い、人々の情報収集手段においても、インターネットが重要な手段となりつつある。
例えば、最も利用しているテキスト系ニュースサービスは、ポータルサイトによるニュース配信、

ソーシャルメディアによるニュース配信及びキュレーションサービス＊6の合計で、2014年は36.8％
だったのが、2024年には73.0％に上昇した＊7（図表Ⅰ-1-1-6）。

また、新聞通信調査会が2024年に実施した調査によれば、各メディアの印象を尋ねたところ、50
代までの世代は、新聞・テレビよりもインターネットが「情報源として欠かせない」と回答した割合が
高かったとされており、インターネットが情報源として不可欠性の高いメディアとして広がりを見せて
いると考えられる（図表Ⅰ-1-1-7）。

図表Ⅰ-1-1-6 最も利用しているテキスト系ニュースサービスの推移＊8
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（出典）総務省「情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査」を基に作成

＊5	 2024年の全体の利用率は、10代から60代までの利用率から算出
＊6	 スマートニュース、グノシー、NewsPicks等のニュースアプリ
＊7	 2024年の全体の利用率は、10代から60代までの利用率から算出
＊8	 2024年の全体の利用率は、10代から60代までの利用率から算出

関連データ 各種動画サービスの利用率の推移
URL：�https://www.soumu.go.jp/

johotsusintokei/whitepaper/ja/r07/
html/datashu.html#f00009（データ集）
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図表Ⅰ-1-1-7 「情報源として欠かせない」とした人の割合（年代別、2024年）

（出典）新聞通信調査会（2024）「第17回メディアに関する全国世論調査」

さらに、英国オックスフォード大学の組織が2024年に実施した調査によれば、我が国における
ニュース目的でのソーシャルメディアの利用率をみると、YouTubeやX、LINEの利用率が高い。特
にYouTubeは全世代で約3割程度がニュース目的でも利用されている（図表Ⅰ-1-1-8）。一方、メディ
アの信頼度では、インターネットはテレビ・新聞と比較すると全世代で低い信頼度にとどまっている

（図表Ⅰ-1-1-9）。

図表Ⅰ-1-1-8 ニュース目的のソーシャルメディア利用率（年代別、日本の全回答者、2024年）＊9
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（出典）Reuters Institute for the Study of Journalism （2024）「Digital News Report」＊10を基に作成

＊9	 本調査は、調査の直近1週間以内での利用の有無を尋ねている。一方、総務省「情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査」（図表
Ⅰ‑1‑1‑2、図表Ⅰ‑1‑1‑3、図表Ⅰ‑1‑1‑5）は、特に利用期間の限定をせず、利用の有無を尋ねている。

＊10	 https://reutersinstitute.politics.ox.ac.uk/digital‑news‑report/2024
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図表Ⅰ-1-1-9 各メディアの信頼度（年代別、2024年）

テレビ 新聞 インターネット 雑誌

全年代 全年代(N=1,800) 58.2% 59.9% 27.0% 15.7%

10代(N=140) 52.1% 57.9% 24.3% 18.6%

20代(N=218) 46.8% 50.0% 28.0% 17.4%

30代(N=237) 43.5% 43.0% 29.1% 17.3%

40代(N=306) 54.6% 54.9% 31.7% 19.0%

50代(N=330) 63.0% 66.4% 33.0% 15.2%

60代(N=271) 66.4% 69.4% 22.5% 13.3%

70代(N=298) 72.1% 71.1% 18.5% 11.4%

年代

（出典）総務省「情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査」を基に作成

	 買物、決済
買物目的でのインターネット利用も年々拡大している。経済産業省の調査によれば、物販、サービス

及びデジタル分野のいずれも、事業者・消費者（BtoC）間の電子商取引（EC）市場規模が近年拡大傾
向にある（図表Ⅰ-1-1-10）。ECでの購入対象は、書籍、生活家電等だけでなく、生活雑貨や衣類等に
も拡大している（図表Ⅰ-1-1-11）。

決済方法は現金からキャッシュレスへの移行が進んでいる。経済産業省の調査によれば、キャッシュ
レス決済比率は堅調に上昇し、2024年は42.8%になった。コード決済も利用が拡大し続けており、
2024年時点でキャッシュレス決済額全体の9.6%を占める。

関連データ キャッシュレス決済額及び比率の推移
URL：�https://www.soumu.go.jp/

johotsusintokei/whitepaper/ja/r07/
html/datashu.html#f00016（データ集）

図表Ⅰ-1-1-10 事業者・消費者間電子商取引市場規模
の推移

（億円）

（出典）経済産業省「電子商取引に関する市場調査」

図表Ⅰ-1-1-11 事業者・消費者間電子商取引の電子商
取引化率の推移
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食品、飲料、酒類
書籍、映像・音楽ソフト
生活雑貨、家具、インテリア
自動車、自動二輪車、パーツ等

生活家電、AV機器、PC・周辺機器等
化粧品、医薬品
衣類・服飾雑貨等
合計

（%）

（年）

（出典）経済産業省「電子商取引に関する市場調査」を基に作成

 2 2	 企業活動におけるデジタルの浸透・拡大	 企業活動におけるデジタルの浸透・拡大
	 クラウドサービス

企業におけるクラウドサービス全般の利用は年々拡大している。全社での利用と一部事業所又は部門
での利用を合計すると、2024年は80.6%の企業がクラウドサービスを利用している（図表Ⅰ-1-1-
12）。利用されるサービスは多岐にわたり、特に、「ファイル保管・データ共有」、「社内情報共有・ポー
タル」、「電子メール」、「給与、財務会計、人事」及び「スケジュール共有」の利用率が高く、徐々に利
用が増加する傾向にある（図表Ⅰ-1-1-13）。
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図表Ⅰ-1-1-12 クラウドサービスの利用状況の推移
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※全社での利用と一部事業所または部門での利用を合計
（出典）総務省「通信利用動向調査」を基に作成

図表Ⅰ-1-1-13 クラウドサービスの利用率の推移 
（利用用途別）

ファイル保管・データ共有 社内情報共有・ポータル
電子メール 給与、財務会計、人事
スケジュール共有 データバックアップ

0

10

20

30

40

50

60

70

80
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※�クラウドサービスを利用している企業を対象としている。
（出典）総務省「通信利用動向調査」を基に作成

	 顧客との接点や事業者間取引
広告等、企業から顧客に向けた情報発信でも、デジタル空間の活用が重要性を増している。
インターネット広告費は2024年に3.7兆円となり、総広告費に占める構成比は47.6%になった。

2021年にマスコミ4媒体＊11とインターネットが逆転して以降、その差が広がっている＊12。
また、企業の広告媒体としてSNSの活用も拡大している。帝国データバンクの調査によれば、2023

年には、企業の40.8％が社外への発信でSNSを活用しており、特にBtoC企業における活用割合が突
出して高い。

事業者間（BtoB）の取引も電子商取引化（EC）が進み市場規模が拡大し、経済産業省の調査によれ
ば、2023年のEC化率は40.0%であった。

関連データ 事業者・事業者間電子商取引市場規模の推移
URL：�https://www.soumu.go.jp/

johotsusintokei/whitepaper/ja/r07/
html/datashu.html#f00020（データ集）

関連データ 社外に向けたSNSの活用状況
URL：�https://www.soumu.go.jp/

johotsusintokei/whitepaper/ja/r07/
html/datashu.html#f00019（データ集）

 3 3	 行政機関の業務における浸透・拡大	 行政機関の業務における浸透・拡大
行政機関におけるデジタル活用分野の一つである行政手続でも、オンラインの利用が進んでいる。
例えば、電子申請における本人確認の基盤となるマイナンバーカードの人口に対する保有枚数（交付

枚数から死亡や有効期限切れなどにより廃止されたカードの枚数を除いたもの）は、2025年2月末時
点で人口の78.0%まで達している（図表Ⅰ-1-1-14）。

また、電子申請の利用率も様々な分野で進んでおり、例えば、国税庁によれば、申告等各手続の総件
数のうち、e-Taxを利用して行ったものの割合は、2023年度時点で法人税申告では86.2%、所得税申
告では69.3%であり、順調に拡大している。特に、個人による所得税申告では、マイナンバーカード
の普及拡大等を背景として、2018年度の44.0%から大きく利用が拡大している（図表Ⅰ-1-1-15）。
「デジタル社会の実現に向けた重点計画」において、地方公共団体が優先的にオンライン化を推進す

＊11	 新聞、雑誌、ラジオ、テレビメディア
＊12	 第Ⅱ部第1章第3節2（2）「広告」参照
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べきとされている手続の2022年度のオンライン利用率は57.6％となっている＊13。

図表Ⅰ-1-1-14 マイナンバーカード普及状況の推移
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※各年3月時点（2019年は4月時点、2025年は1月時点）の交付枚数
（注）2024年以降は、保有枚数（交付枚数から死亡や有効期限切れなどにより廃止されたカードの枚数を除いた数値）を記載

（出典）総務省「マイナンバーカード交付状況について」を基に作成

図表Ⅰ-1-1-15 e-Taxの利用状況推移

78.5% 80.6% 81.2% 83.0% 84.9% 86.2%

44.0%
47.5%

55.2%

59.2% 65.7% 69.3%

14.4%
23.4%

29.5%

37.1%

23.2% 25.6%

29.3%
32.2%

35.9% 39.0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

〔令和元年10⽉〜〕
相続税のe-Tax利⽤開始

〔令和４年４⽉〜〕
受付時間を毎週土曜・日曜に拡⼤
（８時30分〜24時）

⽬標︓
50％

〔令和３年１⽉〜〕
個人の⽅のダイレクト納付利⽤届出書
や振替依頼書のe-Taxでの提出開始

〔令和２年１⽉〜〕
iPhoneからのマイナンバーカード
読取対応

〔平成31年１⽉〜〕
・マイナンバーカードを⽤いたログインの
簡便化(マイナンバーカード⽅式の導入)
・スマホ専⽤画⾯の導入

相続税
申 告

⽬標︓
90％

⽬標︓
80％

新型コロナウイルス
感染症感染拡⼤時期

〔平成31年１⽉〜〕
・受付時間を最終土曜・日曜に拡⼤（毎⽉）
・送信容量の拡⼤

⽬標︓
53％

法人税
申 告

所得税
申 告

キャッシュレス
納付割合

⽬標︓
88％

⽬標︓
75％

⽬標︓
48％

⽬標︓
42％

〔令和５年１⽉〜〕
マイナンバーカードの読み取り
回数削減

〔令和６年４⽉〜〕
受付時間を原則24時間に拡⼤

〔令和５年５⽉〜〕
添付書類（PDF）の１回あたりの
送信容量を８MBから14MBに拡⼤

〔令和６年２⽉〜〕
マイナポータル連携の⾃動入⼒対象
に給与所得の源泉徴収票情報を追加

※�所得税申告は、確定申告会場で申告書を作成しe-Taxで提出した分を含みます。
（出典）国税庁（2024）「令和5年度におけるオンライン（e-Tax）手続の利用状況等について」

 4 4	 日常生活、企業活動におけるデジタルサービスの重要性・不可欠性	 日常生活、企業活動におけるデジタルサービスの重要性・不可欠性
	 日常生活

SNS等における情報収集・発信や買い物等、デジタルサービスの利用状況に関する個人向けのアン
ケート調査を行い、「普段利用している」と回答した各デジタルサービスについて、そのサービスが停
止した際の影響や、他サービスへの代替可能性について尋ねた。

その結果、そのサービスが停止した際の影響に関して、株取引・オンラインバンキング、支払・決済

＊13	 第Ⅱ部第1章第11節3「行政分野におけるデジタル活用の動向」参照
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やメッセージングサービスについて、「そのサービスが停止すると日常生活に大きな支障が出る」と回
答した比率が4割を超えた。また、そのサービスが停止した際の影響に関しては、幅広いデジタルサー
ビスに関して、「代替サービスはあるものの、非常に不便」と回答した者の比率が高かった。この結果
は、幅広いデジタルサービスについて、「不可欠性」「重要性」が高いものとの認識が広まっていること
を示しているものと考えられる。

また、現在使っているサービスを他社のサービスに代替する際の課題を尋ねたところ、「SNS」や
「メッセージングサービス」は人とのつながりやデータの面で、「予定管理」や「ファイル共有」は保存
データ移行の困難さに課題があるとする割合が高かった。こうした理由が、デジタルサービスに関し
て、他社の提供するサービスへの移行が難しい原因の一つとなっていると考えられる。

関連データ 他サービスへの代替可能性�
（普段利用していると回答したサービス）

URL：�https://www.soumu.go.jp/
johotsusintokei/whitepaper/ja/r07/
html/datashu.html#f00024（データ集）

関連データ サービス停止した際の影響�
（普段利用していると回答したサービス）

URL：�https://www.soumu.go.jp/
johotsusintokei/whitepaper/ja/r07/
html/datashu.html#f00023（データ集）

	 企業活動
企業において、クラウドサービスを利用している業務について、「利用している（ほぼ全て、半分程

度、一部のみのいずれか）」と回答した各クラウドサービスについて、そのサービスが停止した際の影
響や他サービスへの代替可能性についてアンケート調査を行った。

その結果、企業において利用しているクラウドサービスについて、「そのサービスがないと企業活動
の継続が困難」又は「そのサービスがないと業務に大きな支障が出る」といった多大な影響を与えるク
ラウドサービスは、「電子メール」「ファイル保管・データ共有」「社内情報共有」「給与・財務会計、人
事」「データバックアップ」等幅広い分野に及んでいた。クラウドサービスが、今日の企業活動で重要・
不可欠な位置付けになっていることを示していると考えられる。

また、現在使っているクラウドサービスについて、他のクラウドサービスや自社構築システムへ代替
する際の課題について尋ねたところ、多くのサービスで、運用費用の上昇やサービスレベルが下がるこ
とが最も大きな課題として挙げられている。一方、代替可能なサービスがないという回答の比率は総じ
て低かった。企業が現在利用しているクラウドサービスに関しては、代替可能なサービスがあったとし
ても、コストやサービスレベル維持の観点から他サービスの代替が難しいことが示唆されている。

関連データ 他のクラウドサービスや自社構築システムへ
の代替可能性

URL：�https://www.soumu.go.jp/
johotsusintokei/whitepaper/ja/r07/
html/datashu.html#f00026（データ集）

関連データ 利用中のクラウドサービスの位置付け
URL：�https://www.soumu.go.jp/

johotsusintokei/whitepaper/ja/r07/
html/datashu.html#f00025（データ集）
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